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組合クローズアップ
伊勢三河湾海事事業協同組合

■背景・目的
　令和６年に発生した能登半島地震は、地域の生活基盤や経済活動に甚大な人的・物的被害をもたらした。中
部地区においても南海トラフ地震の発生が懸念されており、船舶の運航中断による港湾物流の停止は、地域経
済や地域住民の生活に多大な影響を及ぼす恐れがある。災害発生後の早期事業再開に向けた取り組みは喫緊の
課題であり、対策を講じる必要があった。

■取組みの手法と内容
　水先人は、地形や水路、潮流が複雑で危険を伴う水域において、それらの知識に精通していない船長を補助
し、熟練した操船技術などを活かして船舶を安全に導く専門家であり、港湾機能の維持に加え、円滑な物流を
支える上でも重要な役割を担っている。
　当組合は水先人で構成しており、主な共同事業として水先艇や待機所といった組合員が利用する施設の管
理・運用を協力企業３社と連携して行っている。今回、災害発生時の早期事業再開への取り組みにより実効性
の高い計画を策定するため、当該企業を交えて「連携事業継続力強化計画」の策定を着手することになった。
　策定にあたっては、独立行政法人中小企業基盤整備機構および愛知県中小企業団体中央会と連携し策定目的
や自然災害時の被害想定などを整理し、人員体制の整備や事業継続のための対応手順について、計４回の会議
を重ねた。組合や企業ごとに人員・立地等の状況が違うことから、実効性を確保するための役割分担の取りま
とめに苦労したが、各代表者の真摯な協議により、計画を策定することができた。その結果、令和７年１月６
日に申請を行い、同年７年２月 14 日に認定を受けた。

■成果とその要因
　自然災害などで組合や連携企業の業務が停止すると水先人が役割を果たせなくなり、伊勢三河湾岸の物流を
担う船舶の運航は中断停滞し、地域経済や住民生活に多大な影響を及ぼす恐れがある。本計画の策定にあたっ
ては、連携企業との調整に組合の代表理事や事務局が尽力し、各企業の代表者も真摯に協議へ参加したことが
策定の実現に結びついた。

独立行政法人中小企業基盤整備機構および愛知県中小企業団体中央会による支援のもと、代表
理事と事務局が調整に尽力し、各企業の代表者が真摯に協議に参加したことで、本計画の策定
が実現した。

※（Ｒ７年度「先進組合事例抄録」より）

伊勢三河湾の物流を守る！連携事業継続力強化計画策定
住　　所 〒 455-0032　名古屋市港区入船二丁目４番６号　名港ビルディング 17 階
設　　立 平成 28 年９月
主な業種 水先業
組合員数 110 人
出 資 金 50,040 千円
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株式会社商工組合中央金庫と連携協定締結
　2026 年３月 25 日（水）、本会は、株式会社商工組合中央金庫（以下、「商工中金」）と愛知県内の中小企業

組合及び中小企業（以下、「組合等」）への支援を強化するため、「愛知県内中小企業組合・中小企業支援に関

する基本協定」を締結しました。

　本会と商工中金は、地域産業や雇用を担う組合等に対して、相互に連携・協力して支援に取り組むことで、

円滑な組合運営をサポートしてまいります。

中央会ニュースクリップ

項　目 具体的な内容・効果

１ 共同巡回訪問
・�本会の組合巡回訪問に商工中金職員も同行し、組合等の生の声をヒアリング
し、組合等の悩みを吸上げ
・各種ソリューションを利用し課題解決に貢献

２ 組合向け研修会
・組合等に向けた研修会を本会・商工中金共同で開催
・�ＤＸ化、人材不足、事業承継など様々なニーズに対し、本会・商工中金のソ
リューションを提供し組合等の課題解決に貢献し組合活動の活性化を図る

３ 地域を限定した複
数組合向け研修会

・地域を限定し、複数の組合に対し本会、商工中金で研修会を開催
・�複数の組合で同時開催することで、組合間の情報交換が活発となり、組合を
超えた連携等の相乗効果により、組合等の活性化を期待

②具体的な支援内容

 ① 連携・協力の主な内容

後列左から：谷副会長、深谷副会長、商工中金田中営業第一部長、桑原営業第二部長）

前列左から：神谷副会長、原副会長、山口会長、商工中金斉藤名古屋・熱田支店長、高橋豊橋支店長

　　　　　　（※ 役職は締結時点）

（業務提携イメージ図）

（１）組合等に関する情報及び組合等支援に関する情報の共有

（２）組合等による企業間連携に関する支援

（３）組合等への経営支援その他の組合等に対する支援
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中央会ニュースクリップ

ご提出をお願いします！　～総会終了後の諸届について～

　通常総会終了後、それぞれの組合の所管行政庁へ下記の書類の提出が義務付けられています。
　中央会を経由して所管行政庁へ提出いたしますので、正１部・副２部（組合控え含む）を中央会へ郵送又は
ご持参ください。
　※所管行政庁が複数の場合は部数が異なりますので、適宜中央会担当者までご相談ください。

【１】決算関係書類提出書（通常総会・通常総代会終了の日から 2 週間以内に提出）
●添付書類

⑤剰余金処分案又は損失処理案 ⑥決算を承認した通常総会（総代会）の議事録

①事業報告書 ②財産目録 ③貸借対照表 ④損益計算書

【２】役員変更届（変更のあった日から２週間以内に届出）
●添付書類
①役員名簿
　（変更の年月日及び事由の記載のあるもの）

②総会（総代会）の議事録
　（通常総会（総代会）の場合は不要）

③代表理事等が選定された理事会の
　議事録

④代表理事変更登記後の登記事項証明書

　上記添付書類の各様式は、ＱＲコードまたは愛知県中央会ＨＰ『書式・様式集（ダウンロード）』
　（https://www.aiweb.or. jp/help/shinsei/ index.html）に掲載しておりますのでご参照ください。

任期満了又は辞任等で代表理事（理事長）に変更があった場合は、就任後２週間以内に主たる事務所
の所在地において、所轄の法務局へ変更登記申請をしなければなりません。
代表理事が再選された場合であっても変更登記が必要になりますのでご注意ください。
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中央会ニュースクリップ

団体協約制度のご案内
～取引先との価格交渉、価格転嫁対策に組合を活用しよう！～

　昨今、中小企業者にとって価格転嫁や取引条件改善が課題となっている中、組合が活用できる

制度として「団体協約」があります。

　団体協約とは、組合が組合員の経済的地位向上のため、事業者との間で結ぶ取引条件に関する

取り決めを行うことです。

　取引先との力関係に差がある場合、不利な条件（低価格など）を拒めず、取引停止を恐れて受

け入れざるを得ない現状があります。このようなとき、力が優位にある事業者と対等な立場で契

約条件について交渉し、取り決めるための手段として、団体協約の締結が認められています。

　組合は、組合員の取引先事業者等と、提供する財・サービスの価格、提供・納入の期日や方法

などの取引条件について団体交渉を行い、団体協約を締結することができます。

　団体協約で締結された取引条件は、組合員と、団体協約を締結した事業者との間の個別の契約

に適用され、団体協約に定める基準に

違反して契約した部分については、そ

の基準に従って契約したものとみなさ

れます。

　なお、団体協約を締結するには、組

合の定款（事業項目）に明記されてい

なければなりません。制度の詳細確認

や、定款への事業追加を検討される場

合は、中央会担当者までお問い合わせ

ください。

　令和８年春の叙勲・褒章について、当中央会関係者では、次の方々が受賞されました。（順不同・敬称略）

旭日小綬章 永井　良一 一般社団法人愛知県産業資源循環協会　会長

瑞宝小綬章
細川　秀一

愛知県医師会協同組合連合会　専務理事
名古屋市医師会協同組合　理事

村瀬　昌宏 名古屋帽子協同組合　元理事長

旭日単光章 福井　英輔 愛知県製網協同組合　前理事長

瑞宝単光章 中村　全宏 豊橋筆振興協同組合　専務理事

黄綬褒章
穂刈　泰男

愛知県管工事業協同組合連合会　会長
名古屋市指定水道工事店協同組合　理事長

中澤　茂政 岡崎石工団地協同組合　理事長

栄えあるご受章、誠におめでとうございます。

組合員Ａ

組合員Ｂ

組合員Ⅽ

組 合

団団体体協協約約
（取引条件
交渉は組合
が実施）

取引条件
（～〇km：●円、〇km～
△km:▲円）

取引条件
（荷物1個あたり●円）

取引条件
（荷物1kgあたり●円）

事業者Ｄ

事業者E

事業者Ｆ

個別の組合員が団体協約を締結している事業者D～Fと個
別契約をする場合、それぞれの取引条件が適用される
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内田俊宏の経済トレンド
４
月
に
日
銀
は
利
上
げ
せ
ず
金
利
据
え
置
き

　

日
本
銀
行
は
、
４
月
27
～
28
日
に
金
融
政
策
決
定
会
合
を

開
催
し
、
昨
年
12
月
に
0.50
％
か
ら
0.75
％
に
引
き
上
げ
た
政
策

金
利
を
そ
の
ま
ま
据
え
置
い
た
。
仮
に
今
回
も
0.25
％
引
き
上

げ
政
策
金
利
を
1.0
％
と
し
て
い
れ
ば
、
日
銀
が
景
気
を
冷
や

し
も
温
め
も
し
な
い
中
立
金
利
と
推
計
す
る
1.1
％
～
2.5
％
の

下
限
ま
で
0.1
ポ
イ
ン
ト
の
水
準
ま
で
近
づ
い
て
い
た
。

　

し
か
し
、
日
銀
の
金
融
政
策
を
取
り
巻
く
環
境
を
み
る
と

利
上
げ
は
難
し
か
っ
た
と
い
え
る
。
植
田
総
裁
の
記
者
会
見

で
は
、
緊
迫
し
た
中
東
情
勢
を
受
け
、
原
油
高
に
よ
る
物
価

上
振
れ
と
景
気
下
振
れ
の
影
響
を
も
う
少
し
確
認
し
た
い
と

コ
メ
ン
ト
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
原
油
高
や
ナ
フ
サ
の
供

給
不
安
な
ど
に
よ
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
へ
の
影
響
で
、
企

業
の
生
産
活
動
に
ど
の
程
度
の
下
押
し
圧
力
が
か
か
る
か
を

慎
重
に
見
極
め
た
い
と
の
思
惑
が
伺
え
る
。

　

一
方
、
合
わ
せ
て
公
表
し
た
「
経
済
・
物
価
情
勢
の
展
望

（
展
望
リ
ポ
ー
ト
）」
で
は
、
26
年
度
と
27
年
度
の
物
価
見
通

し
を
大
幅
に
上
方
修
正
し
た
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
日
銀
は
景

気
悪
化
よ
り
も
物
価
の
上
振
れ
に
対
す
る
警
戒
感
を
強
く
意

識
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
ま
た
、
次
回
６
月
の
金
融
政

策
決
定
会
合
で
利
上
げ
を
模
索
す
る
可
能
性
を
残
し
た
と
も

い
え
る
。
結
果
的
に
は
、
４
月
に
は
日
米
の
中
央
銀
行
が

揃
っ
て
金
利
を
据
え
置
い
た
こ
と
で
日
米
の
金
利
差
は
縮
小

せ
ず
、
円
キ
ャ
リ
ー
取
引
の
増
加
に
よ
り
円
安
基
調
が
さ
ら

に
強
ま
っ
た
。

過
度
な
円
安
へ
の
当
局
の
断
固
た
る
姿
勢

　

28
日
の
日
銀
金
融
政
策
会
合
の
後
、
円
相
場
は
じ
わ
じ

わ
と
円
安
方
向
へ
と
シ
フ
ト
し
、
30
日
に
は
一
時
１
ド
ル

=

160
円
70
銭
台
ま
で
下
落
し
た
。
し
か
し
東
京
市
場
が
休
み

に
入
る
大
型
連
休
を
前
に
片
山
財
務
大
臣
と
三
村
財
務
官
が

過
度
な
円
安
に
対
し
て
は
「
断
固
た
る
措
置
を
と
る
」「
最

後
の
退
避
勧
告
」
な
ど
と
強
い
表
現
を
使
い
投
機
筋
の
動
き

を
牽
制
し
た
。
実
際
に
５
兆
円
規
模
の
円
買
い
ド
ル
売
り
介

入
を
実
施
し
た
可
能
性
が
高
い
と
み
ら
れ
、
円
相
場
は
一
時

１
ド
ル
155
円
台
ま
で
円
高
が
進
み
、
最
大
５
円
ほ
ど
円
が
上

昇
し
た
。

　

今
回
、
政
府
・
日
銀
は
大
型
連
休
の
谷
間
と
な
る
４
月
30

日
に
為
替
介
入
を
し
た
と
み
ら
れ
る
が
、
例
年
、
日
本
の
大

型
連
休
の
期
間
中
は
、
東
京
市
場
が
休
場
で
為
替
取
引
が
で

き
な
い
一
方
、
海
外
市
場
で
は
通
常
通
り
取
引
さ
れ
る
た

め
、
投
機
筋
が
円
売
り
ド
ル
買
い
な
ど
の
大
き
な
相
場
変
動

を
仕
掛
け
や
す
い
環
境
に
な
る
。
こ
れ
ま
で
の
為
替
介
入

は
、
い
わ
ゆ
る
「
覆
面
介
入
」
と
呼
ば
れ
る
実
施
の
有
無
を

明
確
に
し
な
い
介
入
で
実
施
す
る
こ
と
が
多
か
っ
た
が
、
今

回
は
事
前
に
財
務
大
臣
と
財
務
官
が
強
い
表
現
で
投
機
筋
を

牽
制
す
る
な
ど
、
過
度
な
円
安
に
対
す
る
断
固
た
る
姿
勢
が

伺
え
る
。

円
相
場
の
防
衛
ラ
イ
ン
と
相
場
展
開

　

市
場
関
係
者
が
警
戒
す
る
介
入
ラ
イ
ン
、
す
な
わ
ち
円
相

場
の
防
衛
ラ
イ
ン
は
、
連
休
前
に
は
１
ド
ル
160
円
と
み
ら
れ

た
が
、
介
入
後
は
１
ド
ル
157
円
ま
で
切
り
上

が
っ
た
可
能
性
が
高
い
。
本
来
、
為
替
介
入
は

一
時
的
に
相
場
を
動
か
す
こ
と
が
で
き
て
も
、

相
場
の
ト
レ
ン
ド
を
転
換
さ
せ
る
だ
け
の
力
は

な
く
、
あ
く
ま
で
時
間
稼
ぎ
に
過
ぎ
な
い
こ
と

が
多
い
。
特
に
日
本
単
独
で
の
介
入
効
果
に
は

限
界
が
あ
る
が
、
今
回
は
従
来
の
為
替
介
入
よ

り
も
政
府
の
強
い
意
志
を
感
じ
さ
せ
る
。
原
油

価
格
が
高
止
ま
り
し
て
い
る
間
は
、
急
ピ
ッ
チ

の
円
安
に
対
し
て
二
の
矢
・
三
の
矢
の
介
入
は

十
分
あ
る
だ
ろ
う
。

　

今
後
の
相
場
展
開
に
と
っ
て
は
、
５
月
11
日

か
ら
３
日
間
の
予
定
で
訪
日
す
る
ベ
ッ
セ
ン
ト

米
財
務
長
官
と
の
会
談
が
鍵
を
握
る
と
み
る
。

米
中
会
談
前
に
日
本
に
立
ち
寄
り
、
高
市
総
理

大
臣
や
片
山
財
務
大
臣
、
日
銀
・
植
田
総
裁
と

会
談
す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。
イ
ラ
ン
情
勢

に
加
え
、
レ
ア
ア
ー
ス
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
達
な

ど
の
経
済
安
全
保
障
の
ほ
か
、
為
替
政
策
に
つ

い
て
も
議
論
さ
れ
る
だ
ろ
う
。

円
安
阻
止
に
向
け
日
米
の
協
調
は
可
能
か

　

為
替
政
策
に
関
連
し
て
、
年
内
は
物
価
高
が

続
く
公
算
が
高
く
、
輸
入
物
価
の
上
昇
を
通
じ

て
国
内
物
価
高
を
誘
発
す
る
円
安
阻
止
に
対
し

て
、
日
本
は
是
が
非
で
も
米
国
側
の
理
解
を
得

た
い
局
面
に
あ
る
。
一
方
の
米
国
は
、
財
政
赤

字
の
拡
大
に
伴
う
米
国
債
の
増
発
へ
の
懸
念
が

残
さ
れ
、
日
本
側
の
協
力
が
欠
か
せ
な
い
。

　

さ
ら
に
日
本
が
単
独
で
の
為
替
介
入
を
度
々

実
施
す
る
こ
と
に
な
れ
ば
、
手
持
ち
の
ド
ル
を

増
や
す
た
め
、
保
有
す
る
米
国
債
の
一
部
売
却

も
可
能
性
と
し
て
は
あ
り
得
る
。
米
国
は
米
国

債
売
り
に
伴
う
長
期
金
利
の
上
昇
は
避
け
た
い

は
ず
で
、
日
米
双
方
の
事
情
に
よ
り
、
年
後
半

か
ら
来
年
に
か
け
て
の
円
安
ド
ル
高
に
対
し

て
、
日
米
が
協
調
体
制
を
構
築
す
る
可
能
性
は

あ
る
だ
ろ
う
。
今
回
の
為
替
介
入
は
単
な
る
時

間
稼
ぎ
で
は
な
く
、
ド
ル
円
相
場
の
潮
目
が
変

わ
る
可
能
性
ま
で
視
野
に
入
れ
て
お
き
た
い
。

Profile
1968 年青森県生まれ。91 年一橋大学経済学部卒業。02 年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91 年野村證券入社。93 年東海総合研究所（現三菱UFJ リサーチ＆コンサルティン
グ（株））研究員。02年 4月 UFJ 総合研究所主任研究員。02年 4月名古屋大学経済学部附属国際経済動態研究センター客員研究員。06年１月三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）調査部シ
ニアエコノミスト。15年4月（株）十六総合研究所客員研究員（現任）。15年4月中京大学経済学部客員教授（現任）、19年4月学校法人梅村学園常任理事（現任）、21年5月（株）壱番屋（COCO壱番）
社外取締役（現任）。ニュース番組などのコメンテーターを務めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋市、名古屋港管理組合などの委員も務める。専門はマクロ経済、地域経済。

日
銀
の
金
融
政
策
と
円
相
場
の
見
通
し

日
銀
の
金
融
政
策
と
円
相
場
の
見
通
し

中
京
大
学

中
京
大
学  

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田
内
田  

俊
宏
俊
宏
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景況天気図

愛知県の景況の推移（前年同月比）

全国の景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

【製造業】
①印刷（印刷）：インクなど石油由来の原材料が原油価格と連動
して値上がり、円安影響との同時進行で調達コストは高止まり
状況。原価構造を顧客に説明し、透明性のある値上げ交渉を続
けるものの限界がある。
②電気機器（配電盤）：運送費が急に上がったが、運送費は別契
約になっているので価格に転嫁出来ず、運送費の上昇分が利益
を食っている状況。会員は対策が立たず困っている。
③その他（人形節句）：五月人形商戦が本格化しているが全国各
地より客数減少の報告が多数寄せられている。特に鯉のぼりの
需要低迷が顕著であり、屋外に掲揚する外幟の文化が失われつ
つあることを強く懸念している。

【非製造業】
①小売業（石油）：米国によるイラン攻撃により、原油価格上昇
が懸念される。暫定税率廃止により、ガソリン価格が下降し需
要がわずかに上昇したが、ガソリン価格が再び上昇した場合需
要減少となる心配がある。
②サービス業（貸おしぼり）：資材・燃料等の高騰、人件費の上
昇などから価格等の見直しをせざるを得ない状況である。また、
人手を集めるため、休暇取得、給与面、環境整備などの改善を行っ
ている。
③建設業（管工事）：受注量、引き合いともに、前月と変わりな
く推移している。中東情勢の動向によっては、原油価格の上昇
など管工事業界への影響も大きく、業績の悪化に繋がる恐れが
ある。

【製造業】
①印刷（埼玉県・印刷）：官公需において他県企業が著しく低い
価格で落札する事例が続いている。物価上昇が続く一方で、印
刷物の入札価格は据え置きか低下する傾向にあり県内企業に対
する圧迫が一層強まっている。
②電気機器（長野県・電気機器）：問題点で一番多いのが熟練技
術者の確保難、需要の停滞、製品ニーズの変化への対応である。
業況は業態により様々であるが、昨年より少しは回復傾向のと
ころが増えてきたように感じる。
③その他（秋田県・曲げわっぱ）：原油価格高騰に伴う化学塗料
の値上がりや入荷の不安定化がコスト増を招いている。最低賃
金の引き上げにより人件費も増加し、収益を圧迫している。

【非製造業】
①小売業（群馬県・燃料）：仕入コスト上昇時には値上げ報道で
消費者が買い控え、コスト減少時には値下げを迫られるという
厳しい価格競争を強いられている。
②サービス業（岡山県・テント）：米国関税措置により、自動車
業界の製造販売にブレーキがかかり、関連する工場関係のテン
ト設備の発注が著しく減少した。
③建設業（岐阜県・管設備工事）：仕事の需要はあるが、人材不
足が続いているため、工期によっては断る仕事も出てきている。
年度末のため、工期に納めるようにしわ寄せが出てきている。

○●○● 業界レポート ●○●○

○●○● 業界レポート（全国） ●○●○

売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

好　転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10＜DI＜＋10

やや悪化
−30＜DI≦−10

悪　化
DI≦−30

この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業界の景
況報告を集計したものです。情報連絡員は全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われています。

【2026年 3月分】
景況天気図（対前年同月比）

凡例
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助成金名 概　　　　要

働き方改革推進支
援助成金（取引環
境改善コース）

令和６年４月から、自動車運転者の業務についても、時間外労働の上限規制が適用されています。とりわけトラックドラ
イバーは、荷主との関係において荷待ち・荷役時間を要因とする長時間労働の実態があります。このコースでは、荷主集
団などが、トラックドライバーの時間外労働の削減等のために、荷待ち・荷役時間の短縮に向けた取引環境整備の取組を
実施した場合に助成金を支給します。

【改善事業（助成対象となる取組）】①取引適正化への理解促進など、労働時間等の設定の改善に向けた取引先等との調整　
②好事例の収集、普及啓発　③セミナー（※２）の開催など　④巡回指導、相談窓口の設置など　⑤運送事業者等が利用
する労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更新　　　（※２）勤務間インターバル制度に関する事項を含みます。

働き方改革推進支
援助成金（業種別
課題対応コース）

【建設業】

生産性を向上させ、労働時間の削減や週休２日
制の推進等に向けた環境整備に取り組む、建設
業の中小企業事業主の皆さまを支援します。

【改善事業（助成対象となる取組）】①労務管理担当
者に対する研修（※１）　②労働者に対する研修（※
１）、周知・啓発　③外部専門家によるコンサルティ
ング　④就業規則・労使協定等の整備　⑤人材確保
に向けた取組　⑥労務管理用ソフトウェア、労務管
理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更新　⑦
労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新
（※１）研修には、勤務間インターバル制度に関する
もの及び業務研修も含みます。

【運送業等】

生産性を向上させ、労働時間の削減や勤務間イ
ンターバル制度の導入等に向けた環境整備に取
り組む、自動車運転の業務に従事する労働者を
雇用する中小企業事業主の皆さまを支援します。

【改善事業（助成対象となる取組）】①労務管理担当
者に対する研修（※１）　②労働者に対する研修（※
１）、周知・啓発　③外部専門家によるコンサルティ
ング　④就業規則・労使協定等の作成・変更　⑤人
材確保に向けた取組　⑥労務管理用ソフトウェア、
労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更
新　⑦労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・
更新
（※１）研修には、勤務間インターバル制度に関する
もの及び業務研修も含みます。

【病院等】

生産性を向上させ、労働時間の削減や医師の働
き方改革の推進等に向けた環境整備に取り組む、
医業に従事する医師を雇用する中小企業事業主
の皆さまを支援します。

【情報通信
業、宿泊業】

生産性を向上させ、労働時間の削減や勤務間イ
ンターバルの導入等に向けた環境 整備に取り組
む、情報通信業、宿泊業の中小企業事業主の皆
さまを支援します。

働き方改革推進支
援助成金
（勤務間インター
バル導入コース）

「勤務間インターバル」とは、勤務終了後、次の勤務までに一定時間以上の「休息時間」を設けることにより、働く方の
生活時間や睡眠時間を確保し、健康保持や過重労働の防止を図るもので、平成 31 年４月から、制度の導入が努力義務化
されています。このコースは、生産性を向上させ、勤務間インターバルの導入に向けた環境整備に取り組む中小企業事業
主の皆さまを支援します。

【改善事業（助成対象となる取組）】①労務管理担当者に対する研修（※２）　②労働者に対する研修（※２）、周知・啓発　
③外部専門家によるコンサルティング　④就業規則・労使協定等の作成・変更　⑤人材確保に向けた取組　⑥労務管理用
ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更新　⑦労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・
更新　　　（※２）研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修も含みます。

働き方改革推進支
援助成金（労働時
間短縮・年休促進
支援コース）

令和２年４月１日から、中小企業に、時間外労働の上限規制が適用されています。このコースは、生産性を向上させ、労
働時間の削減や年次有給休暇の促進に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主の皆さまを支援します。

【改善事業（助成対象となる取組）】①労務管理担当者に対する研修（※１）　②労働者に対する研修（※１）、周知・啓発　
③外部専門家によるコンサルティング　④就業規則・労使協定等の作成・変更　⑤人材確保に向けた取組　⑥労務管理用
ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更新　⑦労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・
更新　　　（※１）研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修も含みます。

働き方改革推進支
援助成金（団体推
進コース）

令和２年４月１日から、中小企業に、時間外労働の上限規制が適用されています。このコースでは、事業主団体などが、
その傘下の事業主のうち、労働者を雇用する事業主（以下「構成事業主」といいます）の労働条件の改善のために、時間
外労働の削減や賃金引き上げに向けた取組を実施した場合に、重点的に助成金を支給します。

【改善事業（助成対象となる取組）】①市場調査　②新ビジネスモデルの開発、実験　③材料費、水光熱費、在庫などの費
用の低減実験（労働費用を除く）　④取引適正化への理解促進など、労働時間などの設定の改善に向けた取引先との調整　
⑤販路の拡大などの実現を図るための展示会開催および出展　⑥好事例の収集、普及啓発　⑦セミナー（※３）の開催な
ど　⑧巡回指導、相談窓口の設置など　⑨構成事業主が共同で利用する労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更新
の事業　⑩人材確保に向けた取組　　　（※３）勤務間インターバル制度に関する事項を含みます。

厚労省サイト

● 愛知県の最低賃金（1,140 円）
● 令和８年２月度　有効求人倍率 1.19（全国：1.20）
	 　　    （厚生労働省 R8.3.31 発表　就業地別）

Profile

1964 年生まれ。（有）エーアイ　取締役社長、特定社会保険労務士　キャリアコンサルタント　両立支援コーディネーター　大手自動車部品
メーカーに入社、その後会計事務所を経て、独立。得意のＩＴスキルを活かし、ＷＥＢデーターベース、アプリ開発、人事コンサルティン
グを行うとともに、独）中小機企業盤整備機構でアドバイザーとして活動を行う。６次産業先導士、一般社団法人　日本あいさつ検定協会　
代表理事、主な著書　あいさつをデザインする「新あいさつ運動活用マニュアル」　現在では「人手不足」「賃上げ」「働きがい改革」をテー
マにした支援に取り組んでいます。愛知県農業経営・就農サポート推進事業専門家

　　　　　　　　　　　   おやまだ　 まさよし
社会保険労務士　小山田　政義

社会保険労務
士

小山田政義の
「令和８年度の働き方改革推進支援助成金」「令和８年度の働き方改革推進支援助成金」

特集「令和８年度の働き方改革推進支援助成金」

●令和８年４月 13 日（月）から令和８年度の申請受付を開始しました。
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おしらせ

名古屋モーターサイクルショーが開催されました！
（愛知オートバイ事業協同組合）

第 65回せと陶祖まつりが開催されました！
（愛知県陶磁器工業協同組合）

中部パック 2026が開催されました！
（一般社団法人中部包装食品機械工業会）

　４月 10 日から 12 日までの３日間、中部エリアのバイクシーンを象徴する
ビッグイベント「第５回 名古屋モーターサイクルショー」が Aichi Sky Expo
（愛知県国際展示場）にて開催されました。
　会場内には国内主要メーカーのほか、欧州・北米を代表する海外ブランドの
最新モデルが一堂に集結し、多彩なラインナップが並びました。また、車両本
体だけでなく、カスタムパーツやアパレルも展示され、例年以上のボリューム
となりました。
　単なる車両展示にとどまらず、屋外試乗や現役デザイナ―や著名人によるトークショーなど体験型イベ
ントの数々も実施され来場者の注目を集めました。
　３日間で過去最高となる総勢 45,581 名（前年対比 103％）の来場者が訪れ、特に「高校生以下・女
性無料」という名古屋独自の施策が定着したことで、若年層やファミリー層の姿が目立ち、バイク文化
の広がりを感じさせる内容となりました。

　４月 18 日、19 日の２日間、名鉄瀬戸線尾張瀬戸駅周辺及び瀬戸市内一円に
て第 65 回せと陶祖まつりが開催されました。
　瀬戸焼の陶祖・加藤四郎左衛門景正（藤四郎）を偲ぶこの祭りは、昭和 37
年に始まった歴史ある行事で、毎年多くの来場者で賑わいます。
　今年は瀬戸の陶磁器産業を支え続けてきた「愛知県陶磁器工業協同組合（愛
陶工）」の創立 100 周年を記念し、愛陶工が過去に陶彦神社へ奉納してきた貴
重な陶器の奉納品（御物）が展示されました。これらの御物は陶祖である藤四
郎への感謝と瀬戸焼のさらなる発展を祈念し、愛陶工の組合員が制作してきた　　   （展示された御物）
名品の数々です。
　会場では、尾張瀬戸駅周辺から中心市街地にかけて軒を連ねるメインイベン
ト「せともの廉売市」による日常食器の大特売や陶芸作家こだわりの作品が販
売されました。体験型イベントも充実しており、ご当地グルメ「瀬戸焼そば」
の調理体験や粘土の狛犬への飾り付け・ぬり絵といったワークショップは、特
にお子様連れのご家族に大好評でした。
　ほかにも和太鼓演奏やご当地ヒーロー「陶神オリバー」のトークショーなど
多彩な催しで盛り上がりました。

　４月 22 日から 25 日までの４日間、ポートメッセなごやにて「2026 中部パッ
ク」が開催されました。中部地方唯一の「食」と「包装」に関する総合展示会
として、今回は「想像から創造へ～新たなる包装のカタチ～」というテーマ
のもと、次世代の食文化を支える最新の包装・加工技術が紹介されました。
　会場では、最新の機器が数多く並び、最新鋭のロボット技術を駆使したパッ
キング・デモンストレーションが披露され、その効率性と精度に来場者の注目
が集まりました。
　また、セミナー会場では業界の専門家等による講演が連日実施され、ＡＩ技術や食品加工の最新トレン
ドなど、多岐にわたるトピックが論じられました。
　最新の包装技術から食品加工、物流システムまでが一堂に会した本展は、連日多くの業界関係者で賑わ
い、大盛況のうちに閉幕しました。

インフォメーション



名古屋支店・熱田支店　〒460-0003 名古屋市中区錦3-23-18 TEL 052-951-7581
豊　　橋　　支　　店　〒440-0897 豊橋市松葉町3-71-2 TEL 0532-52-0221

※広告内容に関する責任は、広告主に帰属します。
※「中央会あいち」に掲載する広告を募集しています。
　お問合せ：情報調査部　TEL : 052－485－6811

愛知県中古自動車販売商工組合
理事長　加藤　勇東

電話（０５６７）５５－２２２１（代）
FAX（０５６７）５５－２８８２

安心な中古車選びは JU 愛知加盟店がお手伝いします

〒490－1443　海部郡飛島村大字新政成字戌之切 932－1



印
刷
所
興

栄
印

刷
株

式
会

社
発
行

　愛
知
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
　
〒
４５
０
－０
００
２

名
古
屋
市
中
村
区
名
駅
４
－４
－３
８（
愛
知
県
産
業
労
働
セ
ン
タ
ー
）

☎
　０
５２
－４
８５
－６
８１
１
㈹
　
FA
X
　０
５２
－４
８５
－９
１９
９

中
央
会
あ
い
ち
　
毎
月
２
０
日
発
行

令
和
８
年
５
月
２
０
日
発
行

Ｅ
-ｍ
ａｉ
ｌ
：
ｋｉ
ｋａ
ｎｓ
ｈｉ
＠
ａｉ
ｗ
ｅｂ
.ｏｒ
.ｊｐ


	組合クローズアップ（P01）
	中央会ニュースクリップ（P02〜P04）
	内田俊宏の経済トレンド（P05）
	景況天気図（P06）
	労務情報（P07）
	インフォメーション（P08）



